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* 大妻女子大学　人間関係学部　人間福祉学科　人間福祉学専攻
「保護の補足性」に関する生活保護実施機関の
聞き取り調査から浮かび上がる問題点
― 親族の扶養義務の優先（法 4 条 2 項）に関して―
Problems arising from an interview survey conducted by a public assistance 
administrator on “the supplementary nature of public assistance”
－Regarding precedence of familial duty of support (Paragraph 2 of Article 4 of the Act)－
嶋貫　真人 *
Masato SHIMAKUKI
＜キーワード＞
保護の補足性，扶養義務，行政通知，生活保護実施機関，行政裁量，裁量統制，アセスメント
＜要　　　約＞
　生活保護法 4 条が規定する保護の補足性の内容については，法文の文言が非常に抽象的・
包括的な表現にとどまっているため，これを補うための解釈準則として，『生活保護手帳』を
はじめとする多数の行政通知が示されている。しかし，これらの通知に従って法を運用して
いる保護の実施機関においては，地域ごとあるいは担当者ごとに判断のバラつきが存在する
ことは，広く知られているところである。そして，そのことが不公平な法の運用や保護申請者・
受給者の権利の侵害という結果につながっているのではないかと考えられる。
　そこで，本稿では，保護の補足性要件の中の「親族扶養」の問題に的を絞って，実施機関
に対する聞き取り調査によって得られたデータを分析しながら，その中に存在する問題点，
なかんずく行政処分の決定過程で発生する行政裁量の構造を解明していく。そして，そのう
えで，このような実施機関の意思決定のプロセスに対して一定のフレームワークとして機能
するような「保護決定の際のアセスメント案」を提示することを目指している。
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１．はじめに
　一般に，社会保険における保険給付受給権は，
原則として保険料納付の対価として発生するもの
であるため，保険事故発生の事実（たとえば老齢
年金における「65 歳への到達」とか，介護保険に
おける「要介護認定」等）が確認されたならば，
特段の支給停止事由（1）に該当しない限り，自動
的に保険給付が開始される。これに対して，生活
困窮を原因として公的扶助を申請する者に対して
は，ミーンズテストを経由した末に保護の可否が
決定されるため，このミーンズテスト（わが国の
場合，生活保護法 4 条が定める「保護の補足性」）
の要件審査の過程で行政庁の広範な裁量が混入す
る（2）。このような社会保険と公的扶助の間に存在
する権利性の差異は，両者の本質的な給付構造の
違い，すなわち対価性の有無に起因するものであ
るから，前者の受給権の方に後者のそれよりも高
い規範的地位が与えられるという考え方は，およ
そベバリッジ型の社会保障体系を採用する先進諸
国において共通したものであるといえよう（3）。
　とりわけ，わが国の生活保護法においては，4
条の法文の文言が極めて抽象的・包括的な表現に
とどまっているため，このような「法文の隙間」
を埋めるために夥しい数の行政通知（4）が出され
ており，その中で示された法律解釈が，現場での
法運用のあり方を強く規定することになる（5）。し
かし，ここでは留意しておくべき点が 2 つある。
第 1 に，法律による行政の原則の下では，法律上
の争訟に関する最終的な判断の権限は裁判所に属
するのであるから，ひとたび生活保護をめぐる紛
争が訴訟の場に持ち込まれたならば，裁判所は『手
帳』をはじめとする行政通知の規定に拘束される
ことなく（厚生労働省による法解釈をいったん相
対化したうえで）独自の解釈を行うことが可能で
ある（6）。したがって，現場実務においても，行政
通知の内容の正当性に疑問を差し挟むことなくこ
れに追随する姿勢は危険であり，常に法の趣旨に
遡って問題解決を行う態度が求められる。第 2 に，
実施機関がひとまず行政通知の規定に従った運用
を行うにしても，行政通知の文言にも実は広範な
裁量判断の余地が残されているのであって，同じ
規定に準拠して行った行政処分であっても，その
内容が実施機関ごとに（7），あるいは担当者ごとに
異なってくるということは十分に想定されること
なのである。
　このように生活保護の決定・実施に不可欠な
ミーンズテストの過程においては，法解釈指針と
しての行政通知を策定する行政庁（厚生労働省）
の段階での裁量と，その行政通知を実際に運用す
る保護実施機関の段階での裁量とが重層的に発揮
されるという，市民にとってわかりづらい複雑な
プロセス（8）が介在しており，法が保障しようと
する生存権の内容を不当に制限している可能性も
ある。しかし，「裁量のもとに与えられる給付は
完全な意味での法的権利ではありえない」（9）ので
あり，ミーンズテストの過程での行政裁量に対し
て，一定の規律密度をもった判断枠組みをあては
めていくことによって，保護受給権の「権利」と
しての実質を向上させていく必要があるのではな
いかと考えられる。
　本研究においては，生活保護法 4 条が規定す
る保護の補足性の各項目，すなわち「稼働能力の
活用」，「資産活用」，「他法活用」，「親族扶養」に
関する現場実務の状況を把握したうえで，その判
断過程に存在する行政裁量の問題点を解明し，そ
れに対して一定のフレームワークを与えるよう
な「実施機関のための保護決定の際のアセスメン
ト様式」を提示することを目指している。研究は
4 名の研究者が上記の項目ごとに分担して作業を
進め，最終的に保護の補足性要件の全般にわたっ
て現場実務に資する内容をもったアセスメント・
シートを完成させることを目標としている。
　本稿はその中間報告としての位置づけのもので
あり，筆者が担当した「親族扶養」の部分に的を
絞って，ここまで行ってきた調査結果をふまえた
アセスメント（案）を提示する。なお，世帯分離
を含む世帯認定の問題は，親族扶養と非常に密接
な関連を有し，本稿で提示する生活保護法の解釈
との間で論理的な整合性が保たれていなければな
らない問題であるが，紙幅の都合により本稿では
この問題について言及しないこととする。
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２．法４条２項の「親族扶養優先の原則」の
　　法的な意味について
　高収入を得ていると噂される有名タレントが，
生活保護を受給している自分の母親に対して扶養
義務を履行しないまま放置していたという問題が
マスコミ等で大きく取り上げられたことは，まだ
私たちの記憶に新しい。そして，このことが直接
の契機となって，生活保護受給者に対する扶養義
務の履行の強化を求める声が高まり，2012 年の
生活保護法改正において 24 条 8 項の新設等，一
定の法的な措置が講じられた。このように，民法
上の扶養義務を生活保護の扶助に優先させるとい
う，法制定以来採られてきた重要な原則は，近年
になって新たな展開を見せている。
　そこで，まず生活保護法 4 条 2 項が規定する「親
族扶養優先の原則」の解釈をめぐる議論の状況に
ついて簡単に整理しておきたい。
　旧生活保護法 3 条では「扶養義務者が扶養をな
し得る者には，急迫した事情がある場合を除いて
は，この法律による保護は，これをなさない」と
規定されており，扶養能力を有する親族が存在す
るという事実だけで保護受給要件を欠く，という
立場を明確にしていた（このような立場を一般
に「受給要件説」と呼ぶ）。これに対して，現行
法 4 条 2 項は「民法に定める扶養義務者の扶養…
は，すべてこの法律による保護に優先して行なわ
れる」と規定するのみで，扶養能力を有する親族
の存在が保護受給に際して具体的にどのような法
的効果を及ぼすのかは，法律の文言上から必ずし
も明確とはいえない。
　上記の受給要件説に対して，事実上援助が行な
われたときにこれを要保護者の収入として認定す
るという考え方（一般に「事実上の順位説」と呼
ばれる）もあり，これが現在の民法学・社会保障
法学上の多数説であるとされている（10）。この事
実上の順位説の内容については，論者によって多
少のニュアンスの差があるものの，それらに共通
する核心的な主張は，扶養能力のある親族がいる
場合であっても，実際にどのような援助が行われ
るかはあくまでも当事者間の私法上の権利・義務
の問題であって，保護の実施機関はそのような問
題に関して当事者性を有しないという点にある。
すなわち，親族扶養を優先させるか，それとも公
的扶助の方を優先させるかは要保護者の任意の選
択に委ねられている（11）のであって，要保護者が
仮に「公的扶助を優先させたい」という結論を出
したとしても，保護の実施機関がそれに対して何
らかの強制力をもって再考を迫ることは，はじめ
から予定されていないと説くのである。
　これに対して，行政実務における取り扱いはこ
の事実上の順位説とは異なる（また受給要件説と
も異なる）考え方に立っており，「要保護者に扶
養義務者がある場合には，扶養義務者に扶養及び
その他の支援を求めるよう，要保護者を指導する
こと」と説明されている（12）。したがって，扶養
能力を有する親族が扶養の意思を明確にしている
にもかかわらず要保護者が援助を受けることを拒
否しているような場合には，実施機関による指導・
指示を経て，保護の停止・廃止などの不利益処分
が行なわれることになる（このような解釈を仮に
「指導・指示説」と呼ぶことにする）（13）。
　このように，行政実務における親族扶養優先の
原則の解釈は，扶養義務者から現実に援助が行な
われることを座して待つ，といった消極的な姿勢
ではなく，要保護者およびその親族に対する一定
の働きかけを法の運用の一場面として予定してい
るのである。
　そこで，今回の聞き取り調査では，保護の実施
機関が具体的にどのような場面で上記のような
「働きかけ」を行っているのか，またそのような
働きかけにもかかわらず扶養の履行に向けた努力
が行なわれなかった場合に，何らかの強制力を伴
う処分が行なわれているのか，その際の判断基準
はどこにあるのか等を知ることを目的とした。
３．扶養義務の扱いに関する行政通知の規定
　実施機関調査の結果に検討を加える際の前提と
して，まず保護の実施機関が法運用の拠り所とし
ている行政通知の内容，とりわけその中核的な部
分である『手帳』の規定について確認しておく必
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要がある。それによって，扶養義務の扱いに関す
る行政通知に含まれる不確定概念（具体的には以
下の（1）の下線部分）がどのようなものである
かを明らかにし，現場の裁量判断が生まれてくる
構造を解明していきたい。
（１）扶養の履行に関する『手帳』の規定の内容
　厚生労働省社会・援護局長通知第 5（『手帳』
229 ～ 236 頁）を中心とする扶養義務の扱いに関
する規定の概要は，以下のとおりである。
1）要保護者本人からの申告および戸籍謄本等に
よって，扶養義務者の存在を確認する。この
場合，絶対的扶養義務者（民法 877 条 1 項）
だけでなく，相対的扶養義務者（同 2 項）に
ついても確認の対象とすることとされている
（局長通知第 5-1）。
2）上記のような方法で把握された扶養義務者に
ついて収入等を調査し，扶養の可能性を判断
する。なお，ここでの「扶養」とは，必ずし
も金銭的な援助だけに限定されるものではな
く，定期的な訪問等の非貨幣的な援助（『手帳』
では，これを「精神的な支援」と呼んでいる）
の可否も含む（局長通知第 5-2-（1））。ただし，
扶養義務者自身が生活保護を受給している等
で明らかに扶養が期待できない場合，あるい
は要保護母子世帯に対して暴力を繰り返して
きた経緯がある場合等，要保護世帯にとって
自立を阻害する結果につながる可能性のある
者については，その旨をケース記録等に記載
したうえで，扶養義務者に対して直接照会を
行なわないという決定を行なうことができる
（局長通知第 5-2・問答）。
3）扶養義務者のうち，生活保持義務関係者（14）等
の特に緊密な関係にある者については，「重点
的扶養能力調査対象者」という特別なカテゴ
リーに位置づけ，特に綿密な調査を実施する
こと（たとえば，実施機関の管内に居住して
いる場合には，実地調査を行なう等）とされ
ている。
4）上記の重点的扶養能力調査対象者であっても，
その者に対して直接照会することが真に適当
でないと認められる場合には，その居住地を
所管する福祉事務所長等に照会するという方
法が認められている。
5）扶養義務の履行については，要保護者をして
直接扶養義務者への依頼に努めさせるよう指
導すること，とされている（局長通知第 5-2-
(4））。しかし，実施機関が「扶養義務の履行を
期待できる」と判断した場合には，直接照会
する方法も選択しうる（『別冊問答集（2015 年
度版）』143 頁）。
6）扶養の程度については，当然のことながら生
活扶助義務関係にある者よりも生活保持義務
関係にある者の方が強い義務を負うことにな
る。このうち，後者については「その者自身
の最低生活費を超過する部分を扶養にあてる」
とされているので，履行の現実性はともかく，
義務の程度の判断基準としては比較的明確に
定められているともいえる。しかし，前者に
ついては「社会通念上それらの者にふさわし
いと認められる程度の生活を損なわない程度」
の扶養をなすべきと定められているのみであ
る（局長通知第 5-2-(5））。
7）明らかに扶養義務の履行が可能と認められる
扶養義務者が扶養を履行していない場合には，
書面にてその理由を問い合わせる他，その者
が重点的扶養能力調査対象者である場合には，
家庭裁判所に対する調停の申立も検討するべ
きとされている（局長通知第 5-4-(1）・(2））。
この場合の「明らかに可能」の判断基準につ
いては，要保護者本人との交際状況が良好で
あることや高額な収入を得ていること等が例
示されている（局長通知第 5-5・問答）が，「高
額な収入」についての明確な基準は定められ
ていない。
（２）上記規定の中に含まれる不確定概念の内容
　上記（１）の下線部分が，一義的な解釈が成り
立たない不確定要素を含んだ部分といえるが，さ
らに個別に見ていくと以下のような問題を指摘し
うる。
　2）の下線部分では，扶養照会を省略してさし
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つかえない場合の要件として，扶養義務者の経済
的な状況だけでなく，要保護者との間の非貨幣的
な関係も重視していると解釈できるが，そのよう
な両者の関係を評価する際に考慮しなければな
らない事項の範囲をどこまで広げるかが問題とな
る。そして，通知の文言上はこの点を実施機関の
判断にゆだねていると解釈するほかないと思われ
る（後述の【事例 1】は，この「明らかに期待で
きない」の解釈のあり方に関わるものである）。4）
の下線部分についても，同様の問題を指摘しうる
（【事例 3】は，この「真に適当でない」の解釈に
関わる問題である）。
　5）の下線部分は，扶養の請求をあくまでも要
保護者自身の民法上の権利の行使ととらえる原則
的な立場を表明したものといえるが，7）の内容
と併せて読むと，終局的に本人の任意の選択に委
ねているとはいえず，その限界（実施機関が介入
するポイント）が依然として不明確なまま残され
ている。とりわけ，要保護者自身が明確に権利行
使を拒絶している場合には，実施機関が本人に対
してどのような内容の指導・指示を行なうことが
できるかが問題となる（【事例 2】は，このような
扶養請求権放棄の限界に関わるものである）。
　6）の下線部分が非常にあいまいな内容である
ことは『手帳』自身も自覚しているのか，『別冊
問答集』の中でこの点について追加的な説明を行
なっている。しかし，結局のところ「社会通念上
…」の具体的な判断基準は家庭裁判所の審判例に
よって形成されていくほかないと述べるだけ（15）
で，具体的な判断基準を示しているわけではない。
ちなみに，親族扶養に関する家庭裁判所での審判
例は，母子世帯の前夫に対する養育費請求の事件
以外は非常に件数が乏しく，福祉事務所にとって
参考になるような基準が確立されているとはいえ
ない（16）。
　7）の下線部分のうち，「高額な収入」については，
上記 6）のような事情により，少なくとも生活扶
助義務関係者についての判断基準は存在しないと
いってよい。また「良好な交際状況」の点に関し
ては，そもそも客観的基準の定立になじまない概
念であるともいえそうである。
４．聞き取り調査の対象者と調査の方法
（１）調査の対象者
　今回（2015 年 2 ～ 6 月にかけて），聞き取り調
査を行なった対象者は，以下の 5 つの生活保護実
施機関に所属し，実際に保護決定の実務に携わっ
ている地方公務員である。1）中部地方の D 市福
祉事務所の査察指導員（調査実施時 55 歳），2）
関東地方の E 区福祉事務所の再任用職員（同 64
歳），3）東北地方の F 市福祉事務所の生活保護ケー
スワーカー（同 24 歳），4）東北地方の G 県福祉
事務所の生活保護ケースワーカー（同 30 歳代半
ば），5）関東地方の H 市福祉事務所の生活保護ケー
スワーカー（同 29 歳）の 5 名である（なお，D
～ H は各地方自治体名のイニシャルとは異なる）。
上記のうち，1）・2）・4）の職員は，いずれも生
活保護実務経験が 7 年を超えるベテラン職員であ
り，それぞれの職場において指導的な立場にある
と見られる。3）の職員は調査実施時における生
活保護実務の経験年数は 4 年であるが，聞き取り
調査の際にスーパーバイザーにあたる直属の上司
が同席して回答内容への補足を行なっている。ま
た，5）の職員の経験年数は 3 年であるが，福祉
専門職として採用された者であり，生活保護法の
解釈・運用に関しては一定の正確な知識を持って
いると思われる。
　以上のような各職員のプロフィルおよび聞き取
り調査実施時の状況等から見て，それぞれの調査
の中で述べられている回答の内容は，被調査者の
個人的見解にとどまるものではなく，それぞれの
実施機関における法の運用に関して，組織全体の
標準的な取り組みの内容を示すものと推認できる。
（２）調査の方法
　親族扶養の優先の扱いに関しては，抽象的な内
容の「開かれた質問」（たとえば，「親族による援
助をどの程度厳格に求めていますか？」等）の形
式で尋ねても，本研究に資する有意義なデータを
得ることとは難しいと思われる。そこで，実際に
生活保護実務の場面で日常的に発生していると思
われる具体的な事例を事前に筆者が創作し，その
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事例を素材とする被調査者との間の自由な対話を
展開しながら，この問題に対する現場職員の考え
方を探っていくという手法を用いた。今回の調査
で提示した事例は，以下の 3 つである。
【事例 1】
　先天性の重度障害をもち，居宅で生活保護を受
けながら単身生活をしている A さんがいる。A さ
んは手広く事業を経営する富裕な両親の間に生ま
れ，成人するまでは親と同居して親の庇護の下で
生活してきた。しかし，20 歳に達したのを機に親
元を離れ，1 人でアパートを借りて生活保護を受
給し「自立する」ことを決めた。A さんの両親は
A さんのそのような考え方を理解し，あえて「援
助をしない」という約束を本人との間で交わして
いる。
【事例 2】
　夫と離婚して，子と 2 人で生活保護を受給して
いる母子世帯の母 B さんがいる。B さんの離婚の
原因は夫の不貞行為であり，夫から受けた裏切行
為によって深く傷つけられた彼女は，「どんなに経
済的に苦しい境遇に追い込まれようとも，あんな
ひどい男からの援助は絶対に受けたくない」と思っ
ている。そこで，ケースワーカーからの再三の指
導にもかかわらず，前夫に対して子どもの養育費
を請求することを，かたくなに拒否し続けている。
【事例 3】
　単身で生活保護を受給する高齢者 C さんがい
る。C さんには結婚した娘がおり，その娘は結婚
後も仕事を続けていて，ある程度の収入を得てい
る。しかし，C さんは「娘に援助を求めれば，い
くらかの仕送りをしてくれるかもしれないが，嫁
ぎ先の家族との関係を考えると，それが娘の立場
を悪くすることにつながるような気がする。娘に
は自分が生活保護を受けていることを知られたく
ないし，まして福祉事務所から扶養照会を行うこ
とは，絶対に避けていただきたい」と懇願している。
５．聞き取り調査の結果
【事例 1】について
D 市 ケースワーカーは，A に対して「親からの
援助を求めるように」という内容の口頭指
示を行なう。
E 区 本来であれば，いったん保護を開始したう
えで法 77 条を適用し，事後に親族から保護
に要した費用の徴収を行うべき事例である
と思うが，実際にそのような運用を行った
事例はない。結局，ケースワーカーとして
は粘り強く A 自身に対する説得を続けてい
くしかない。
F 市 A 自身の了解を得られない限り，福祉事務
所から親に対して直接アプローチすること
はしない。
G 県 A の訴えにもかかわらず，親に対する扶養
照会は行なう。その結果，「援助はできない」
という回答であったときには，ケースワー
カーはそれ以上扶養の問題には介入せず，
親族に対しては A への精神的な支援を期待
するにとどめる。
H 市 A と親との間の約束の内容がどのようなも
のであれ，保護の決定はそのこととは別個
に行なわれるべきであるから，親に対する
扶養照会は行なう。しかし，同時に A の意
思は尊重されるから，「親からの援助を要求
するように」といった指示をすることはな
い。最終的には「A にとって不利益になる
か否か」で親に対する扶養義務履行にどこ
まで介入するかが決まる。
　調査の結果，すべての実施機関で扶養義務の扱
いに関して，少なくとも受給要件説の立場に立っ
た運用を行っていないことが判明した。しかし，
D 市・E 区・G 県・H 市では受給者本人の任意の
選択に任せるだけではなく，実施機関が扶養義務
の履行に向けた一定の介入の努力を行っている。
つまり，この問題に関するこれら 4 つの実施機関
の基本的な視座は，大きな括りでいえば行政解釈
と同じ指導・指示説の立場に分類できそうである。
他方，F 市の回答は事実上の順位説に近い立場で
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あるようにも受け取れる。
　ここで特に注目されるのは，D 市・E 区・F 市
では受給者本人である A の頭越しに直接扶養義務
者と交渉する方法を採っていないのに対して，G
県・H 市では A 自身の意向に関わりなく親族に扶
養照会を行なうとしており，この部分において実
施機関の間で大きな考え方の違いが見られる点で
ある。行政解釈では，「民法上の扶養義務は，法
律上の義務ではあるが，これをただちに法律に訴
えて法律上の問題として取り運ぶことは扶養義務
の性質上なるべく避けることが望ましいので，努
めて当事者間における話し合いによって解決し，
円満裡に履行させること」（17）とされている。し
かし，この事例では A 自身が民法上の扶養請求権
（民法 877 条）の行使をはじめから拒否している
のであるから，そもそも「話し合い」に向かう動
機自体が当事者に存在しないということになる。
したがって，このような状況下では福祉事務所が
いかに粘り強く本人に対する指導を継続したとし
ても，扶養請求に向けた A の積極的行動を引き出
すことは難しいものと思われ，むしろこのような
硬直状態を打破するためには，G 県や H 市のよう
にケースワーカーが積極的に乗り出して行って，
扶養義務者と直接交渉を行なう方が効果的である
とも考えられる。
　つまり，できるだけ「当事者間の話し合いによ
る解決」を優先させるべきという法の原則を受け
て，どの程度それに忠実な運用を行なうのか（ケー
スワーカーは，どのくらい「忍耐強く」A と両親と
の話し合いの結論を待つのか）という点に，実施機
関ごとの対応の違いが生まれてくるように見える。
D 市・E 区・F 市では，仮にケースワーカーが A に
対して扶養請求権を行使するように説得するとして
も，そのような A に対する指導はどこまでも「事
実上の指導」にとどまり，一定の期限を切って強
制力をもった文書指示に切り替えることはないと
回答している。とすると，A の「親からの援助は
受けない」という意思が固い以上，このような運
用は実質的に親族扶養と公的扶助の優先関係を要
保護者自身の任意の選択に委ねたのに等しく，事
実上の順位説に近い立場であると見ることができ
る。これに対して，G 県や H 市の対応は，実施機
関として親族扶養を優先するという姿勢を明確に
打ち出しているという点で，あくまでも指導・指
示説の範疇に属するといえるのではないだろうか。
【事例 2】について
D 市 ケースワーカーは，B に対して「子の父親
から養育費の支払いを求めるように」とい
う内容の口頭指示を行なう。この場合，母
子世帯なので保護は継続せざるをえない。
E 区 ケースワーカーは，B に対して「まず子の
父親と養育費の支払いに向けた交渉を行い，
それが功を奏しなければ家庭裁判所に調停
の申し立てを行うように」という内容の口
頭指示を行なう。しかし，B がこのような
指導に従わなかったからといって，保護の
停止・廃止などの不利益処分を科すことは
ない。
F 市 ケースワーカーは，B に対して「子の父親
から養育費の支払いを求めるように」とい
う内容の口頭指示を行なう。しかし，B が
指示された内容を履行したか否かに関わり
なく，生活保護は開始する。
G 県 必ずしも本人の意向だけで扶養照会の可否
を決定するわけではないが，この場合には
扶養照会自体を行なわない。
H 市 精神的な問題も含めて，B にとって不利益
になるかどうかの観点に立ちつつ，ケース
バイケースで前夫の扶養義務履行の可否を
決める。しかし，ケースワーカーが B に対
して「養育費の支払いを求めること」とい
う指導は行なっていない。
　本事例では扶養義務者である「子の父親」の所
得要件等の情報が明示されておらず，客観的に扶
養を期待できる状況にあるかどうかが文面だけか
らは判断できない。他方で，扶養義務者に要求さ
れる援助の内容に関して，【事例 1】の生活扶助
義務よりも一段強い生活保持義務が問題となりう
る場面である。したがって，扶養義務者の扶養能
力探索のための調査（法 29 条 1 項 2 号）が実施
機関に対して強く求められる場面となるはずであ
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る。ところが，今回聞き取りを行った実施機関で
は，いずれも前夫に対する扶養照会を必須の事務
として位置づけてはおらず，むしろ親族扶養優先
の原則の扱いにおいて，【事例 1】以上に消極的な
姿勢にとどまっているように見受けられる。すな
わち，受給者本人に対する口頭指導にとどまり，
扶養義務者に対する直接的なアプローチは行わな
いという回答（D 市・E 区・F 市・G 県）や，「援
助を受けたくない」という B 自身の精神的な利益
も考慮に入れたうえで対応を決めるという回答（H
市）は，民法上の扶養義務の強さの程度（生活扶
助義務 vs. 生活保持義務）と実施機関による当事
者関係への介入の程度とが，必ずしも論理的な比
例関係にあるわけではないことをうかがわせるの
である（ただし，E 区では「養育費支払いのため
の調停の申し立て」というやや具体的な内容の指
導が行われており，この点では扶養義務の履行に
向けた積極的な介入と見ることもできる）。
　ここで注目すべきは，D 市・E 区・F 市におい
て本事例が母子世帯である点を重視して，親族扶
養優先の原則を実現するための強制的処分は行わ
ないと回答している点である。本事例での扶養優
先に関する具体的な扱いが，各実施機関ともに【事
例 1】以上に消極的な姿勢にとどまっているのは，
おそらく本事例が母子世帯であることに起因する
のではないかと思われる。このことは見方を換え
るならば，少なくとも母子世帯に関しては，扶養
優先の原則を担保するための法的手段が存在せず，
指導・指示説と事実上の順位説との間には実質的
な差異がなくなっているともいえそうである。
【事例 3】について
　前述のとおり，親族に対して扶養を請求するか
否かは本人の民法上の権利行使の問題であるが，
扶養義務者の扶養能力・扶養意思を調査してこれ
を世帯台帳等に記録することは，このような私法
上の権利義務関係とは別個の行政機関としての
（公法上の）活動である。ただし，福祉事務所が
行うこのような調査は，保護受給者の親族関係に
うように」という指示を行う。そして，そ
れがうまくいかなかったときに福祉事務所
から扶養照会を送るという手順を踏む。
E 区 C が扶養照会を行うことを拒絶する理由が
合理的なものであると認められるときには，
その旨をケース記録に記載したうえで扶養
照会を省略している。保護受給者本人の意
向を無視してケースワーカーの一方的な判
断で扶養義務者に問い合わせをするという
ことは，原則的には行っていない。
F 市 ケースワーカーは，C に対して「娘との間で
援助の話し合いを行なうように」という内
容の口頭指示を行なう。しかし，C が指示
された内容を履行したか否かに関わりなく，
生活保護は開始する。そのうえで C に対す
る指導を継続していく。ただし，援助を求
めることが娘との関係の悪化につながると
いう C の訴えに合理性が認められるのなら
ば，本人の希望を尊重することはありうる。
G 県 C の訴えにもかかわらず，娘に対する扶養
照会は行なう。その結果，「援助はできない」
という回答であったならば，ケースワーカー
はそれ以上扶養の問題には介入せず，親族
には C に対する精神的な支援を期待するに
とどめる。
H 市 C と娘との間で長期間（たとえば 20 年間）
にわたって交流がないような場合には，扶養
照会を省略することはありうる。この際，「社
会通念上」といった不確定概念に関する所と
しての統一的な見解を導くために，ケース診
断会議に付議する。なお，仮に援助を求め
る必要はないという結論に達したとしても，
緊急時の連絡先とすることの承諾を得るた
めに娘に問い合わせをすることはある。D 市 実施要領上，「扶養照会を省略して差し支え
ない」とされる典型的な場面（夫などによ
る暴力から逃れている女性）と違って，本
件は扶養照会の結果 C に現実的・具体的な
危険が発生するような事例ではない。した
がって，この場合には本人の希望にもかか
わらず扶養照会を行うべきである。ただし，
ケースワーカーはまず C 自身に対して「○
月までに扶養義務者との間で話し合いを行
73嶋貫　真人：「保護の補足性」に関する生活保護実施機関の聞き取り調査から浮かび上がる問題点
第三者が一定程度介入することを意味するから，
調査の相手方や具体的な調査手段によっては保護
受給者を取り巻くその後の人間関係にマイナスの
影響を与える可能性もある。そして，このような
マイナス効果は，ひいては法 1 条が法の目的とし
て掲げる「自立の助長」に反する結果とみなされ
るので，一般論としては「できるだけ回避される
べきである」といえるだろう。また，保護申請時
の面接相談の段階で，職員から「親族に対しては
必ず扶養照会を行います」と告げられた来談者が，
親族に連絡されることを嫌うあまり申請そのもの
を辞退する場合もあるという指摘もあり（18），法
28 条・29 条の扶養照会や扶養能力の調査にあたっ
ては，調査の実施に関して保護実施機関に与えら
れた裁量判断の内容が，保護受給権の行使そのも
のに直接影響を及ぼす可能性もある。
　扶養義務者の状況の調査に随伴する，このよう
なデリケートな問題を意識してか，D 市・E 区・
F 市・H 市においては，保護受給者本人の希望を
無視してストレートに親族にアクセスする手法を
採っていない。ただし，この場面における大きな
問題は，調査によって C が受けるマイナスの影響
というのは，「あるいは，そうなるかもしれない」
という将来展開のシナリオのひとつにすぎず，確
実にそうなると断言できる性質のものではない点
である（おそらく，この局面での将来の不確定な
要素を最も高い蓋然性の下に予測できるのは，C
自身であろう）。したがって，C の訴えにどの程
度の信憑性が認められるのか，そしてそれがその
後の C の人生にどの程度の不利益をもたらすのか
といった判断については，C を直接的に援助する
立場にある実施機関の裁量に委ねられていると見
るほかない。
　そこで，【事例 3】の実施機関が「C の訴えには
合理性が認められない」と判断し，C の意向に反
して親族に対する扶養照会を行なったと仮定して
みよう。そして，照会の結果，親族からの回答が「C
に対する援助を行いたい」という内容であったと
する。その場合，指導・指示説に立って法の運用
を行うケースワーカーは，C に対して「援助を受
けるように」という指導を行い，実際に扶養が行
われた段階で収入認定がなされる。しかし，逆に
実施機関が「C の訴えはもっともである」と判断
したときには扶養照会は省略されるので，当然親
族からの援助は行なわれず，扶助が減額されるこ
ともない。
　このように「扶養照会を行わないで欲しい」と
いう保護受給者の訴えを受けて，それに福祉事務
所がどのように対応するかによって，その後の保
護の決定内容に現実的・具体的な違いが生まれる
可能性がある。そして，G 県ではこのような C の
訴えに関係なく常に「扶養照会を行なう」として
いるのに対して，D 市では本人による自主的な解
決を期待するための一定の猶予期間を置いたうえ
で，最終的には「扶養照会を行う」と回答してい
る。また，E 区・F 市では本人の訴えの内容の合
理性如何で照会実施の可否を決めると回答してお
り，今回の調査対象の中では唯一，H 市が「ケー
ス診断会議を経て照会の可否を決める」と回答し
ている。
　以上のような各実施機関における対応方法は，
いずれも生活保護法 4 条が規定する親族扶養優先
の原則に明らかに違背する運用とはいえず，いわ
ば「法の隙間」の部分を現場の裁量によって補っ
ている姿を浮き彫りにしているように思える。
６．調査の結果から浮かび上がってくる問題点
（１）３つの事例全体を通じた評価
　【事例 1 ～ 3】において，保護受給者がそれぞれ
「扶養を受けたくない」と訴える背景には，1 ～ 3
の間ではかなり程度の差はあるものの，社会通念
に照らしたときに一定の共感をおぼえる部分があ
るように思える。すなわち，「親族からの援助に
頼ることなく暮らしていきたい」という本人の自
己決定権ないし精神的自由といったものが，憲法
が保障する生存権の内容に含まれるのか，という
本質的な問いが各事例の根底に横たわっているの
であり，この点がこれらの事例に直面した者が抱
く一定の「共感」につながっているものと思われ
る。親族間の扶養義務の履行は，「援助する側・
される側」の経済的条件だけで機械的・画一的に
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決定されるものではなく，両者のこれまでの関係
やそこから生ずる複雑な感情問題等によって強く
規定され，法的な義務の内容もそれによって左右
されるという特質をもつ（19）。しかも，「資産」や「能
力」と違って，「義務」の履行を求める相手方が
保護受給者ではなく，その親族である点にこの問
題の特殊性があり，福祉事務所による「指導・指
示」の対象者ではない親族に対してどの程度積極
的なアプローチを行なうのかについては，法 4 条
2 項の規定はもとより，『手帳』をはじめとする各
種行政通知の文言からは明確な答えを得ることが
できないのである。
　以上のような理由により，保護の補足性要件の
中でも，とりわけ親族扶養の扱いをめぐっては，
実施機関ごとの地域差や職員個人の価値観・人生
観が投影される場面が多くなり，上記の「共感」
の内容・程度に大きな幅が生まれて，一義的な回
答を導くことを困難にしていると考えられる。
（２）【事例１】について
　本件は成人した子に対する親からの扶養義務
（民法 877 条 1 項の絶対的扶養義務）が適用され
る場面であるが，仮に A が両親に対して扶養の請
求を行ない，当事者間の協議が整わなかったとす
ると，家庭裁判所の審判によって一定程度の扶養
が命ぜられる可能性が高い事例である。したがっ
て，行政解釈である指導・指示説を前提とするな
らば，保護の実施機関が A の両親に対して扶養照
会を行うこと（そして，本件ではおそらく「扶養
しない」という回答が返送されて来ること）まで
は，ほとんど異論がないものと思われる。
　しかし，本件においては，このようないわば「型
どおりの」事務は実質的な意味を持たず，ケース
ワーカーの抱く「深い悩み」はその先に予想され
る膠着状態に向けられている。この場合，A を飛
び越して「直接親族の説得に乗り出していく」と
か，「ケースワーカーが本人と親族との間の話し
合いの仲介役を担う」といった回答と，逆に「保
護申請前に当事者同士が話し合って出した結論は
重たいもので，第三者であるケースワーカーが翻
意を促すのは困難であり，不適切である」といっ
た，相反する回答が予想されたが，今回の聞き取
り調査の結果は，やはりそのような現場職員の「深
い悩み」を反映するものであったといえる。
　この場合，上記のような「受給者本人に対する
説得」という最も消極的な姿勢から始まって，親
族との直接交渉（あるいは両者の話し合いの仲介）
といった最も積極的な姿勢に至るまで，いずれも
2 で紹介した現行生活保護法の解釈論の範囲で（少
なくとも「指導・指示説」の立場からは）論理的
に成立しうるものであって，どれも明確に違法で
あるとは断定できない（20）。しかし，このような
実施機関の広範な裁量に基づく法の運用の違い
は，5 で検討したとおり，実質的に事実上の順位
説に近い効果をもつ場合もあれば，逆に要保護者
の申請権の行使を抑制したり，被保護者の保護受
給に伴うスティグマを増幅させたりといった効果
を生む場合もあり，法 4 条 2 項の解釈の幅がもた
らす効果の違いは非常に重大な問題を含んでいる
ように思われる。したがって，指導・指示説の立
場を採るにしても，さらにその解釈準則の規律密
度を上げていく必要があるといえよう。
（３）【事例２】について
　本件では民法上の扶養権利者（この場合 B の子）
がケースワーカーによる実際上の指導の対象者で
はない，という点が【事例 1，3】とは大きく異なっ
ている。すなわち，この場合の扶養をめぐる当事
者関係は，あくまでも「子 vs. 父親」間に成立し
ているのであって，ケースワーカーが指導・指示
の対象としている B は，そのような法律関係に関
しては「第三者」の立場にある。とはいえ，B は
子の法定代理人として父親に対する扶養請求権を
代位行使すべき立場にあるのであるから，当然な
がら「無関係な第三者」というわけではない。つ
まり，ケースワーカーが B に対して行う指導・指
示は，彼女自身の「自立」に向けられた指導とい
うよりは，子の権利擁護（そして，子の生活保護
受給に際しての補足性要件の充足）のために行わ
れるものなのである（もちろん，前夫から養育費
が送られてくることは，間接的には B の自立にも
資することになる）。
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　生活保護法の運用の議論を離れて，母子世帯に
対する前夫からの養育費の問題の一般論として考
えたときには，母親が正当な理由なく前夫に対す
る養育費請求権を放棄することは，親権（ないし
法定代理人の権限）の濫用にあたるとみなされる
が，このような母親の行動は，児童福祉法 1 条が
掲げる「児童の健全育成」の理念からも，また子
どもの権利条約の規定からもおおいに問題がある
といえるだろう（21）。このような考え方を受けて
2011 年には民法 766 条が改正されており，有子夫
婦が協議離婚する際の必要的協議事項として，従
来の「子の監護および面会交流に関する事項」に
加えて，「養育費の分担に関する事項」を定めて
おかなければならないことになった（同条 1 項）。
したがって，B の前夫に対する養育費請求権の行
使は，生活保護法の補足性の観点からだけでなく，
民法および児童福祉法の観点からもケースワー
カーによる指導・指示の対象とされるべき事柄で
あるということになる。
　このように考えると，D 市・F 市の対応が「B
の翻意を促す」といった抽象的なレベルの指導に
とどまり，養育費請求のための具体的な方法を指
示していない点は問題であると思われる。この
点，E 区では「家庭裁判所への調停申し立ての指
導」といった具体的な内容の指導を行ってはいる
ものの，B にとって大きな労力を伴うそれらの行
動が，どのような意義をもち，どれほどのメリッ
トを彼女にもたらしてくれるのか，といった説得
力をもった指導には必ずしもなっていない可能性
がある。さらに，G 県・H 市では B の内心の自由
や現在の平穏な暮らしを大切にしたいということ
なのか，前夫の扶養義務の履行に関して，生活保
護法の運用場面としてだけでなく，民法上の要求
としても強く指導していくべき問題ととらえてい
ないように見える。
　さらには，D 市・E 区・F 市では本事例が母子
世帯である点に着目して，扶養優先の原則を実現
するための強制的処分は行わないと回答している
が，この点においても，子が父親から扶養を受け
る権利の保障と最低限度の生活の無差別平な保障
とのバランスをどのようにして図るのか，という
問題が未解決のまま残されているように思える。
（４）【事例３】について
　5 で検討したとおり，扶養照会を実施すること
に伴う将来のマイナス効果については，受給者自
身の口から語られる言葉の内容が実施機関にとっ
ての判断材料となる。このとき D 市や G 県のよ
うに，受給者の意向に関わりなく最終的には実施
機関の判断で照会を行うか否かを決めるという立
場は，一見すると「本人の申し立てに左右されな
い」という意味で一貫性や公平性を保った判断の
ようにも思えるが，実際は D 市では「C の主訴の
内容が DV ケースとは違う」点を前提としている
ので，やはり C の訴えの内容に基づいて判断を下
しているのである。客観的に見れば，C の予想に
反して，扶養照会を行ったことで親族による C に
対する暴行といった結果につながる可能性も完全
に否定できないはずだが，C と面接した実施機関
は「そのようなことはないだろう」ということを
申し立て内容から推認しているのである。まして，
E 区や F 市のように「C の申し立て内容の合理性
の有無」で調査の可否を決定する方法では，本人
の主訴をどう受け止めたのかという担当者の主観
によって，扶養調査に関する判断が左右されてし
まうことになる。しかし，人（ケースワーカー）
が他人（保護受給者）の言葉（表情や動作等も含
めて）をどのように評価するかについては，いか
に長い経験と高度な訓練を積んだ福祉援助専門職
であっても，直接本人と対面した職員が受ける「個
人的な印象」に基づく判断のバラつきをなくすこ
とは不可能である。つまり，担当者によって「C
の訴えに信憑性がある・ない」といったレベルで
評価が分かれることがあるだろうし，さらには「C
の主張は虚偽ではなさそうだが，多分に本人の思
い込みが入っているようだ」といった，本人の置
かれた立場や背景事情を推察する力にも差が生じ
てくるであろう。そして，繰り返し述べるとおり，
このような「見立て」の違いが，そのまま C に対
する保護の決定の内容（援助収入の認定の有無等）
に影響してくることになる。まさにこの点がここ
での問題である。
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　なお，「この場面においては必ず扶養照会を行
なう」という G 県の対応は，担当者レベルでの「見
立て」の違いによって結論が左右されることがな
い点で，5 つの実施機関の回答中，最も公平な方
法であるといえる。しかし，福祉事務所が C の反
対を押し切って娘に扶養照会を行なった結果，本
当に C の危惧するとおり「娘の立場を不利にして
しまった」という場合，その後の C と娘との関係
を考えると，はたしてそのような対応が法 1 条の
「自立の助長」の趣旨にかなった運用といえるか
は，若干の疑問が残る。
　結局，「ケース診断会議において照会の可否を
決定する」という H 市の対応方法が，個別具体的
な結果の妥当性に配慮するという点でも，また担
当者レベルでの裁量を最小化し，実施機関として
の判断の公平性を担保するという観点からも，最
有力の選択肢として残されることになる。
７．アセスメント案の提示
（１）法４条２項の解釈に関して
　法 4 条 2 項の解釈に関する 1) 受給要件説，2)
事実上の順位説，3) 指導・指示説という 3 つの考
え方を並べて検討したとき，現行法の解釈として
1) の立場を採用することができないのは明らかで
あろう。保護申請者に扶養可能と思われる親族が
いるとき，1) の見解では生活保護の開始決定がな
されず，また他方で期待された親族からの援助も
履行されずに放置されるという「空白状態」が発
生する可能性がある。このような状態は，現行法
の基本原理であるところの無差別平等に生活を保
障するという考え方に明らかに反する結果といえ
る。そして，このような空白状態を回避するべく，
保護の補足性の要件を直ちに充足できない場合で
あっても，いったん必要な保護を行なうという急
迫保護の手段（4 条 3 項）を法は用意しているの
である。したがって，この急迫保護の規定の存在
が，現行法が 1) の立場を採用していないことの
決定的な根拠といえる（22）が，同時に 2) の事実上
の順位説とも異なる立場であることを間接的に裏
付けている。なぜならば，急迫保護の規定は目の
前の生活困窮者を放置しないための暫定的な措置
にすぎず，その者の生活費の最終的な支弁者を誰
にするかについては別途解決のための仕組みを用
意していると考えるのが自然だからである。すな
わち，保護開始後の親族からの費用徴収に関する
法 77条がここでいう「最終的な費用支弁者の確定」
にあたると考えられ，2) 説が主張するように生活
保護と親族扶養の優先関係を完全に受給者本人の
任意の選択に委ねているとみることは正しくない
のである。よって，以下のアセスメント案の作成
においては，現在の行政解釈であるところの「指
導・指示説」を前提としつつ，議論を展開するこ
とにする。
（２）【事例１】について
　「親族からの扶養に頼ることなく生きていきた
い」という A の精神的な自由や尊厳といった概念
を，「最低限度の生活の保障」の内容に含めるか
どうかは，突き詰めていえば法 1 条が掲げる「自
立の助長」の意味するものをどのように解釈する
かという問題に行きつく。そして，これは事例ご
との個別判断であると同時に，極めて地域性が濃
く投影される場面でもあり，全国一律の基準への
あてはめにはなじまないというべきだろう。よっ
て，このような A の訴えを受けた担当者は，所長
出席の下での「ケース診断会議」を開催し，A の
意向を認めるか否かについて所としての決定を行
うことが手続的に不可欠となる。
　もしこの会議において「A の主張を認める」と
いう結論が得られたならば，4 条 2 項の規定にも
かかわらず親族からの扶養を求めることなく，保
護を開始する決定が可能である（ただし，両親
の「扶養の意思なし」を客観的に確認するために，
扶養照会を行なっておくことは必要であろう）。
また反対に，会議の結論が「A の『援助を受ける
ことを拒否する』旨の主張は認められない」とい
うものであるときには，いったん保護を開始した
うえで，「両親からの援助を求めるべく協議を行
なうこと」という A に対する指導を継続していく
ことになる。しかし，この際にも扶養義務者が容
易に翻意するとは限らず，両親の「援助を開始し
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たい」という明示の意思表示を得るまでに時間を
要することも考えられるが，その場合であっても
援助開始までの福祉事務所による A への指導は強
制力をもたない事実上の指導にとどまり，保護の
補足性の要件が充足されていないことをもって保
護の停止・廃止等の不利益処分を行なうことはで
きない。以上が指導・指示説の帰結であるといえ
よう。なお，A の「援助拒否」の希望の扱いにつ
いて同一実施機関内での判断の公平性が求められ
るのは当然のことであるから，過去の診断会議の
記録をすべて編綴しておくとともに，類似事例が
発生した場合に先例を参考にした判断を行なった
かどうかが，手続的な正統性を担保するためのカ
ギとなる（23）。
（３）【事例２】について
　前述のとおり，この場面で子どもが父親から養
育費の援助を受ける権利は，B の一方的な意思表
示によって放棄することができない子の一身専属
権であるから，福祉事務所は B の申立内容のいか
んにかかわりなく，まず前夫の収入状況等に関し
て法 29 条に基づく調査を実施しなければならな
い。そして，調査の結果判明した前夫の収入状況
等のデータを基にして，期待される標準的な養育
費の金額をケースワーカーの手で算出する作業が
必要となる。この算定の際には，東京家庭裁判所
のホームページに掲載されている「養育費・婚姻
費用算定表」（24）が一定の目安になるであろう（た
だし，子どもの父親が多額の負債を負っていると
か，再婚相手との間に生まれた子どもを養育して
いる等の事情があるときには，必ずしもこの算定
表どおりの養育費が期待できるとは限らないが，
調停の際にはそのような前夫自身が置かれている
具体的な状況も考慮に入れたうえで金額が算定さ
れることになる）。
　以上の調査の結果，前夫に対して子への養育費
を請求するべきであると判断されたならば，法 4
条 2 項の原則どおり，ケースワーカーは B に対し
てその旨の指導を開始しなければならない。もち
ろん，B と前夫とが直接交渉を行なうことが困難
である場合が多いであろうから，日本司法支援セ
ンター（法テラス）等の無料法律相談の窓口を紹
介して，弁護士の支援につなげる（その結果，場
合によっては裁判あるいは調停の申立を行なう）
ことも必要になってくるであろう。なお，母子福
祉資金の貸付（母子及び父子並びに寡婦福祉法 13
条）の貸付項目の中には，このような養育費確保
のための裁判費用（上限 123 万 6 千円）が含まれ
ているため，生活保護受給中の B であっても費用
の心配をせずに前夫に対する法的な訴えを提起す
ることが可能である。
　ここまでは親族扶養に関する指導・指示説の解
釈としても，また子どもの権利条約の精神を具体
化するケースワークのあり方としても，比較的無
理なく導ける結論と思われるが，問題は B がケー
スワーカーによるこのような指導にまったく従う
姿勢を見せない場合の対応である。今回調査を行
なった実施機関は，いずれも「幼い子どもを抱え
た母子世帯には強制力をもつ指導で臨むことはで
きない」旨の回答をしているが，このような考え
方をより一般化させた表現に置き換えると，「要
保護性が継続することが明白な被保護者に対して
は，不利益処分を伴う指導を行なうことはできな
い」ということになりそうである。しかし，もし
このような考え方に立つのならば，たとえば老齢
年金の受給資格があることが確認されているにも
かかわらず年金の裁定請求手続を拒否している高
齢者に対しても，強制力を伴う指導ができないと
いうことになるのではないか。これでは保護の補
足性の要件は事実上ごく限られた場面にしか貫徹
力をもたないルールとなり，はなはだ公平性を欠
く結果となるであろう。
　【事例 2】の場面における指導・指示説からの帰
結は，前夫から実際に養育費の援助が開始されな
い限り，期待される援助収入分が B の扶助額から
減額されることはないというものであるが，だか
らといって実施機関からの指導を無視し続ける B
を放任することを指導・指示説が容認するわけで
はない。保護の停止・廃止といった「究極の」不
利益処分を選択することは適切でないとしても，
たとえば扶助費の減額とか扶助費の支払方法の変
更（一括支給から分割支給へ等）といった，何ら
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かの不利益措置（25）を想定しつつ B への指導を行
なうのでなければ，指導・指示説は画餅に帰する
ことになるであろう。
（４）【 事例３】について
　前述のとおり，この場面においては C と直接
対面した職員が，本人の「扶養照会をしないで欲
しい」という訴えをどのように受け止めるのかに
よって，その後の実施機関の対応が異なってくる
ことになる。したがって，C の訴えに対する「評
価」について，一定の客観性を保障するための手
続上の正統性が必要で，具体的には複数の職員に
よる C との面談（必ずしも 2 人以上の職員が同時
に面接する必要はなく，たとえば異なる職員が別
の機会に会うといった方法も考えられる）と，面
接を行なった職員同士の見解をすり合わせるため
のプロセスが不可欠であろう。この場合の「複数
の職員」とは，直接の担当者であるケースワーカー
の他に，当該ワーカーの直属の上司（査察指導員）
であることが望ましいと思われる。
　このような形で C との面接を行なった複数の職
員による「評価」を基に，【事例 1】と同様のケー
ス診断会議を経て，扶養照会を省略するか否かの
決定を実施機関が組織として下すことになる。
（５）全体を通じたまとめ，残された課題
　D 市の職員が，今回の聞き取りに対する回答全
体を総括して，「ウチの事務所は国の通知どおり
やっています」と要約している点に，保護の補足
性の判断をめぐる問題の難しさが象徴的に現れて
いるようにも思える。すなわち，「自分たちの法
解釈こそが正当・本流である」と信じて疑わない
運用方法が，実は実施機関ごとに多数存在してい
ることをうかがわせるのである。『手帳』という
のは，そのような幅をもった解釈を許容してしま
うほどに，多くの空白部分を残しているともいえ
る。本稿で検討した「親族扶養」の問題に限らず，
「稼働能力の活用」，「資産活用」の問題も含めて，
法 4 条が規定する保護の補足性の具体的な内容に
関して，実施機関の行政裁量に対する判断準則と
なるような枠組を探求していく努力が求められる
ゆえんである。
　特に現場の実務レベルで大きな問題と思えるの
は，保護の申請に先行して，法律上は規定されて
いない「面接」という手続が国の通知によって設
けられており，実質的にはこの面接が保護受給要
件に関する事前審査の役割をはたしているという
点である（26）。したがって，本稿で検討した扶養
義務の問題だけでなく，上記のような補足性に関
する問題全般について，この面接相談の段階で
保護の要否に関する一定のスクリーニングが行わ
れ，この「審査」を通過した者のみが保護申請を
受理されていると考えられる。しかし，このよう
な実態は，以下のような理由により，非常に大き
な問題を含んでいるといえる。第 1 に，このよう
な重大な意味をもつ手続が法律上の根拠をもつこ
となく行われていることは，法律による行政の原
理に照らしたときにおおいに疑問がある。第 2 に，
この面接は「面接室」という密室の中で，しかも
通常は単独の職員によって行われるため，制度上
の知識を持たない申請者が職員の高圧的な態度等
によって十分な主張ができないまま終わってしま
う危険性がある。第 3 に，面接における対応の結
果は，「面接記録票」という，1 ～ 2 頁程度のごく
簡単な帳票に記録されて，上司の事後決裁を仰ぐ
形で処理されているため，そこでの判断の正統性
を組織的に担保する仕組みが整っているとはいえ
ない。
　以上のような現状を考えると，この面接という
プロセスが事実上，申請の事前抑制として機能し
ているのではないか，との疑念を払拭することは
できず（27），この面接段階での扶養義務に関する
取扱いが担当職員の恣意的な判断によって流され
ないようにするための仕組みづくりが不可欠であ
る。本稿で検討したアセスメントは，あくまでも
保護申請受理後の「生活保護開始・却下」という
行政処分の権限をもつ（同時に申請者からの不服
申立に応答する責務を負う）部署の判断基準とし
て提示したものにすぎないが，法の適正な執行を
実現するためには，上述のような面接の過程も含
めた実施機関全体の事務の在り方を見直していく
必要があるだろう。
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付記
　本稿は，平成 26 年度科学研究費助成事業（学
術研究事業助成金）・基盤研究 (C）「生活保護制
度における保護決定のためのアセスメント様式の
開発に関する研究（課題番号：26380792）」（研究
代表者：柴田純一）の研究成果の一部である。
注
（ 1 ）たとえば，在職老齢年金において一定額以上
の就労収入を得た場合とか，遺族年金受給
者が配偶者と生計を一にするようになった
場合等が考えられる。
（ 2 ）生活保護の決定の過程で発生する広範な行政
裁量の原因を，保護の補足性の問題だけに
求めることは正しくない（嶋貫 1998・85 頁）
が，ここでは本稿の問題関心に照らしてこ
の点に焦点を当てることにする。
（ 3 ）たとえば，アメリカでの議論につき，菊池
（1996）204 頁。
（ 4 ）それらの中の重要なものを 1 冊に編綴した
のが，本文の 3 で詳しく引用する『生活保
護手帳』（本文と同様，以下では『手帳』と
呼ぶ）である（なお，以下の『手帳』の頁は，
すべて 2015 年度版による）。
（ 5 ）生活保護の決定・実施は第１号法定受託事務
とされているため，これらの行政通知から
逸脱した法の運用は基本的に許されないと
いうことになる（嵩 2015・401 頁）。
（ 6 ）嵩（2015）401 頁
（ 7 ）「地域との均衡を失しない限りで」といった
表現が『手帳』の中の至る所に登場するが，
これなどは全国一律の基準による中央集権
的統制が不可能であることを国自身が自覚
して，都道府県ごと，あるいは市町村ごと
のいわば local decision を正面から認めてい
るものと考えられる。たとえば，世帯分離
の可否の判断（『手帳』196 頁），日常生活用
品の保有承認可否の判断（同 210 頁），出産
扶助の特別基準の認定（同 308 頁）等があ
げられる。
（ 8 ）大橋（1984）281 頁は，実施機関が保有を認
めた被保護世帯の資産に関して一般市民か
らしばしば苦情が寄せられるという現状に
ついて，「実施要領という，一般市民にあま
り目につきにくい形式で保有限度を改訂し
てきたことは，他面において，当該制度に
対する国民的な合意を形成する契機に欠け
たように思われる」と分析している。そして，
そのうえで，長年にわたって生活保護法そ
のものを改正することなく行政通知の改訂
によって対応してきた厚生労働省の姿勢に
批判を加えている。
（ 9 ）マーシャル（1989）154 頁
（10）内田（2006）291 頁，嵩（2014）67 頁
（11）深谷（1979）403 頁
（12）厚生労働事務次官通知第 5（『手帳』229 頁）
（13）『生活保護手帳別冊問答集（2015 年度版）』
149 ～ 150 頁によると，「単に感情的な理由
のみによって受けられる扶養の履行を受け
ないということでは，保護の補足性の原理
にもとることになる」とし，「扶養義務者の
側に扶養の意思がある以上，これを拒むこ
とは認められるものではなく，これらの説
明・説得を十分に行なっても，なお要保護
者自身が扶養を受けることを拒むようであ
れば，法 4 条 1 項の要件を欠くものとして
保護申請を却下すべきである」と述べてい
る。なお，民法学においても，このような
行政解釈に近いと思われる立場がある（内
田 2006・291 頁）。
（14）夫婦相互間の義務および未成熟の子に対す
る親の義務のことを指す。これに対して，
生活扶助義務関係とは，それ以外の親族関
係のことを指す（内田 2006・294 頁）。
（15）『生活保護手帳別冊問答集（2015 年度版）』
147 頁
（16）大橋（1984）272 頁
（17）『手帳』229 頁
（18）籠山（1978）58 頁
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（19）このように考えると，「資産活用／能力活用
／他法活用／親族扶養」と保護の補足性を
構成する 4 つの要素を並べて比較したとき
には，個別性の強さという点で，「扶養」は
「資産・他法活用」等よりもむしろ「能力活用」
に近い性格をもつといえるかもしれない。
（20）もっとも，親族との「交渉」や「仲介」の
ための活動が，実質的に「扶養の強制」に
近い実態を帯びた場合には，行政機関であ
る福祉事務所が具体的な争訟に対して法的
な判断を下したのと同じ効果をもつので，
生活保護法の解釈論としてはもちろんのこ
と，三権分立の観点からもおおいに問題が
あるといえる。
（21）1989 年に「子どもの権利に関する条約」
（Convention on the rights of the Child）が国連
総会において採択され，日本国政府は 1994
年にこの条約を批准している。同条約は 18
条 1 項において「締約国は，いずれの親も
児童の養育及び発達について共同の責任が
あるということの認識が確保されるよう最
大限の努力をしなければならない」と規定
しており，さらに同条 2 項では「締約国は，
この条約に定める権利を保障し促進するた
め，父母が児童の養育についての責任を遂
行するに当たり，これらの者に対して適当
な援助を与える」と規定している。これは
すなわち，子どもの養育上の第一次的な責
任の帰属先が親であることをふまえつつ，
さらに国は，親がこのような責任を正しく
遂行しているか否かを監視する責務を負っ
ている，と解釈されている（石川 1992・7 頁）。
（22）同旨，嵩（2013）7 頁
（23）なお，A の「援助拒否」の希望を認めるか
否かにかかわりなく，事後における扶養義
務者からの費用徴収（法 77 条）の問題が発
生するが，これは直接的には「保護の補足性」
の場面での問題ではないので，ここでは論
じない。
（24）http://www.courts.go.jp/tokyo-f/saiban/tetuzuki/
          youikuhi_santei_hyou/（last visited：2015/08/12）。
　　 これは子どもの人数・年齢を横軸に，扶養義
務者（本件の場合，子の父親）の年収を縦
軸にとった早見表で，特段の法律専門知識
を持たない者であっても簡単に標準的な養
育費額を導き出すことができるように工夫
されている。
（25）従来の生活保護実務においては，指導・指
示違反を理由とする不利益処分（法 62 条
3 項）の具体的内容として，保護の「停止」
または「廃止」を選択する場面が圧倒的に
多かったのではないかと思われる。この点
に関して，生活保護受給者がケースワーカー
の指示に反して自動車を保有し続けたこと
に対して保護の「廃止」処分で臨んだこと
につき，「保護の変更や停止などのより軽い
処分を選択すべきである」として，処分の
相当性を欠くと判断した（福岡地裁平成 10
年 5 月 26 日判決・賃社 1230 号 52 頁）判決
が注目される。この判決で示された考え方
に対しては，学説からの支持も与えられて
いる（菊池 1999・541 頁）が，扶助費の「変
更」（すなわち減額）の決定をどのような要
件の下に，どの程度行なうのかといった判
断枠組の議論は，同判決以降まったく深化
していないように思われる。保護受給者に
対する「指導・指示」をめぐる，今後の重
要な検討課題のひとつといえるだろう。
（26）大橋（1984）263 頁，266 頁
（27）大橋（1984）267 頁，籠山（1978）136 頁，
　　  184 頁
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